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　新年度を迎えた 2025 年の衛星業界を見
渡すと 4 つの世界的な新潮流が目に付く。
　 ま ず、4 月 23 日 に African Space 
Agency（AfSA）が産声を上げた。Afri-
can Union に所属する 55 か国の宇宙機関
を束ねる強力な団体で、本社はエジプトの
カイロに置かれることになった。エジプト
は、1998 年にアフリカで最初の衛星を打
ち上げており、敬意を表したものと思われ
る。その後、アフリカでは 18 か国が 63
機の衛星を打ち上げた実績を誇る。
　今回の AfSA 設立を後押したのは、Euro-
pean Union（EU） と European Space 
Agency で、 こ れ を 機 会 に EU-Africa 
Space Partnership Program を立ち上げ
ることになった。
　アフリカの衛星と言えば、エジプトのナ
イルサット社を抜きにしては考えられない。
1996 年に設立された同社は、1998 年に

「Nilsat-101」を打ち上げ、2010 年に第
2 世代の「Nilesat-201」、2022 年に第
3 世代の「Nilesat-301」を投入している。
同社の新しい動きとしては、2 月にフラン
スのユーテルサット社をカイロに迎えて、
戦略的業務提携契約を結んだ。ユーテル
サット社傘下の「ワンウエッブ」低軌道周
回衛星のアフリカ地域での拡販が目的のよ
うに思われるが公式な発表はまだない。ア
フリカではもう 1 社、2006 年に設立され
た Nigerian Communications Satellite 

（NigComSat）を忘れることができない。
同社の「NigComSat-1R」衛星は、C バ
ンド、Ku バンド、Ka バンド、L バンド中
継器を搭載しており、ブロードバンド衛星
通信、衛星放送、衛星によるナビゲーショ
ンサービスなどを提供している。
　まだ初期段階ではあるが、ルワンダで
E-Space 社が 30 万機の LEO 衛星コンス
テレーションの計画を発表して業界を驚か
せている。Rwanda Space Agency が支
援しているようで、ITU（国際電気通信連合）

に 327,320 機の LEO 衛星コンステレー
ションのファイリングを行った。

　次いで、旅客機やビジネスジェット向け
の In-Flight-Connectivity（IFC）をめぐる
衛星事業者間の競争が激しくなっている。
例 え ば 2024 年 の「Top 10 Airlines」
のベスト 3 にリストされている Qatar 
Airways、Emirates Airlines、Singapore 
Airlines を見てみると、Qatar Airways が
運 行 す る 約 200 機 に は、SpaceX 社 の
低軌道周回衛星（LEO）による「Starlink 
Wi-Fi」サービスが導入されている。これ
に対しデラックスなサービスで知られる
Emirates Airlines に は Inmarsat 社 が 食
い 込 ん で お り、「Inmarsat GX Aviation 
System」による機内エンターテインメン
トサービスが提供されている。ちなみに

「Emirates Skywards」の会員が機内で無
料で楽しめる本サービスの導入には 3 億ド
ルが投じられたという。
　Singapore Airlines の 約 180 機 の 旅
客 機 で は、SITAOnAir 社 の「Internet 
OnAir」と Panasonic Avionics 社の「高
速機内 Wi-Fi」が併存している。同社の

「KrisFlyer」 会員に対しては、Panasonic 
Avionics 社よる無料無制限のサービスが行
われ人気を得ているという。
　日本の国際線では、ANA が Panasonic 
Avionics 社の Wi-Fi サービスと Inmarsat
社のサービスを導入している。方や JAL で
は Intelsat 社による国際線機内 Wi-Fi サー
ビスがボーイング 737-800 などで始まっ
た。
　一方、ビジネスジェット業界を見てみる
と、約 4 万機をめぐって Starlink、GoGo、
OneWeb の 3 社がしのぎを削っている。
今のところ GoGo 社の「Galileo」サービ
スが優位に立っているようだが、Starlink
の追い上げが激しい状況にある。後発の
OneWeb は、GoGo、Hughes Network 

Systems、Gillat の 3 社と提携して拡大戦
略を展開している。
　今後、Telesat の「Lightspeed」衛星
とアマゾンの「KuiperSat」衛星が打ちあ
がるとさらに厳しい競争状態に陥ると予想
される。Telesat 社は、衛星の打ち上げ前
にもかかわらず、すでに ViaSat/Inmarsat
と提携してビジネスを展開する方針を固め
ているようだ。

　さらに 3 つ目の新潮流として、IoT（モ
ノのインターネット）における衛星ビジネ
スの拡大が挙げられる。すでに本誌 2024
年 12 月号で触れているが、その後のニュー
スとしては、3 月にスペイン政府が、地
元 の Sateliot 社 の IoT サ ー ビ ス 事 業 に
1500 万ドルの出資をしている。Sateliot
社は、携帯電話事業者のテレフォニカと組
んで 2023 年に宇宙で初の 5G ローミン
グの実証試験に成功したことで知られるが、
同社はこの出資金に勢いを得て 5G による
IoT 向けの LEO 衛星コンステレーションの
構築に取り組み始めた。
　勢いに乗るフランスの Kineis Satellite
社は、3 月 17 日にロケットラボ社のエレ
クトロンロケットで 5 機の衛星を打ち上げ
て 25 機体制にした。16U（1.2m x 1.1m 
x 1.3m）の小型 LEO 衛星で質量はわず
か 28kg に過ぎないが、3 種のアンテナを
搭載しているのが特色である。用途として
は、貨物列車の管理や高圧電力送電線のモ
ニターなどが挙げられる。
　米国カリフォルニア州を本拠にする Sky-
lo Technologies は、インマルサット社と
提携して地球規模のナローバンド IoT 用の
ネットワークソリューションを提供してい
る。日本では、出資者のソフトバンクやソ
ラコムと組んで NTN ソリューションの展
開を試みている。
　既述の 3 社の他に、アメリカの Glo-
balstar、Iridium、Orbital Communica-
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tions、スペインの FOSSA Systems、オー
ストラリアの Fleet Space など 40 社を超
える事業者が競い合っているのが状況だ。
　翻って日本における新しい動きとしては、
NTT が低軌道衛星 MIMO 技術と「LEOMI」
と呼ぶ IoT 伝送装置を駆使するサービスの
開発を進めている。このプラットフォーム
が使用する周波数は 900MHz 帯である。
2022 年 10 月に革新的衛星技術実証 3 号
に搭載して実証しようと試みたが、肝心の
イプシロンロケットが打ち上げ失敗に終わ
り実現しなかった。その後、革新的衛星技
術実証 4 号で再度挑戦することになった。

　4 つ目は。衛星観測、衛星監視分野に
おけるスタートアップのすそ野が広がっ
て き た。「Space Startups」 誌 の Boris 
Maslennikov 編集長が厳選した「Top 15 
SAR Startup」が 3 月に発表され、これ
には下記 15 社がリストアップされている。
AICRAT、Australia
ICEYE、Finland
Capella Space、USA
Synspective、Japan
Spacety、Luxembourg
iQPS、Japan
PierSight、India
Array Labs、USA
Satim、Poland
Kappazeta、Estonia
SARsat Arabia、UAE
Element 84、USA
Aloft Sensing、USA
GeoKinesia、Spain
RST Group、Switzerland

　日本にも目を光らせているようで、Syn-
spective と iQPS の両社がリストに載っ
た。「SAR 衛 星 の 力 で 築 く 私 た ち の 未
来」を旗印に掲げる Synspective 社は、
2024 年末に 6 機目の「StriX」衛星を打

ち上げ、2025 年 1 月にこの衛星で取得し
た画像を公開している。iQPS 社も「QPS-
SAR-9（スサノオ -1）」衛星を今年 3 月
にエレクトロンロケットで打ち上げ、4 月
10 に高精細モードの初画像を公開した。
アジアでは、日本以外にインドの Pier-
Sight 社が選ばれているが、同社の SAR 
& AIS 衛星は、海上監視向けに開発されて
いるのが特色と言える。中東からも 18 機
の S バンド、X バンド小型 SAR 衛星を運
用 す る SARsat 
Arabia 社が取り上
げられている。同
社 は、「Reliable 
ins ights f rom 
SPACE for bet-
ter decisions on 
Earth」 を 提 供 で
きると売り込んで
おり、アプリケー
ションの面では、
中東の会社らしく
Oil Spill と Toxic 

 

Naoakira Kamiya　
衛星システム総研　代表　

　日本衛星ビジネス協会　理事　

Waste に注目している。
筆者が特に注目したのは、15 番目にリス
トされたスイスのRST　Groupだ。同社は、
SAR と Ground Penetration Radar を駆
使して、溶鉱炉、ビル工事、鉱山開発、ト
ンネル工事などに特化した画像解析データ
の提供や安全策の提案で関心を呼んでいる。

写真 1　アフリカの衛星を象徴する「Nilesat 301」は、2022 年にアメリカのファルコン 9 ロケットで打ち上げられた。（出
典：nilesat.org）


